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〔論文内容の

本論文のテ

の六つの章か

第１章（「

ャー政権の負

その解決策を

授与の要件 本学学位規程

要旨〕

ーマは「イギリス労働市場の

ら構成される。

『第３の道』をかかげるブレア政

の遺産としての大量の若年失

講じるブレアの政策の基本

第 条第１項

変化とブレア政権の『福祉

権の『福祉国家』改革」）では，

業とアンダークラス層の発

スタンス（ワークフェア型政策

国家』改革」であり，以下

サッチャーおよびメージ

生，社会保障支出の肥大化，

）が，ブレアの新しい社会

経済システム

へ）との関連

用のニューデ

り，それに経

４・５章（「

動向」）は，

行なっている

像（ケインズ主義から新自由主

で論じられる。第２章（「イ

ィール政策の対象が，通常，

済学的な規定を与えることに

労働力需要構造の変化」，「労働力

そのようなワークフェア型政

。３章はおもに産業視点から

義へ，完全雇用政策から「大量

ギリスにおけるアンダークラスの

社会学上の規定として登場

より，福祉と労働の関係を

供給構造の変化」，「経済的非活

策が登場する経済的な，とく

の労働力の需要構造の分析

の不安定雇用を含む完全雇用」

形成」）では，ブレアの雇

するアンダークラス層であ

整理しようとする。第３・

動者およびワークレス世帯の

に労働市場の背景分析を

を，４章は主に技能視点か

らの労働力需

析を行なって

それを補完す

として論じら

と課題設定，

【問題意識

ブレア

要構造と労働力供給構造との

いる。第６章（「ブレア政権の

る政策をも含めて，その政策

れる。次に，以下の三点に関

この論文の中心的な内容をな

と課題設定】

の政策認識の基調は「依存の

関係の分析を，５章は労働

若年雇用政策の展開」）では雇

体系の内容と手法上の特徴

してその骨子を示す。それ

す 労働市場分析と 政

文化」から「自立の文化」

力と非労働力との境界の分

用のニューディール政策が，

，その経済的な意味を中心

は， この論文の問題意識

策研究，これら三点である。

への転換にある。経済学的

には，ブ

スト」お

の特徴は

策，地域

連性を強

略的位置

レアの政策の最大の含意は

よび「社会コスト」（犯罪な

，一つは政策の総合的な展開

政策などの諸政策を動員し，

めることである。第二には，

を占めるのは，「依存の文化

グローバル競争下での，「社会

どの防止コストなど）の軽減に

にある。経済政策，労働政

それらの政策目標を統合す

それら総合化された政策の

」の経済制度的基礎としての

保障コスト」と「労働コ

ある。そのための政策手法

策，社会保障政策，教育政

るとともに，政策手法の関

なかで，中核政策として戦

社会保障と「自立の文化」
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の象徴とし

であ

策の，社会

立命館経済

ての労働の世界，この両者

る。このような基本認識のも

経済システム転換のための

学（第 巻・第１号）

の掛け橋としての役割を担う

とで，本論文は，ブレアの雇

旗手として込められた意味の

，

用のニューディール政

解明，その登場の経済

的・社会的

おうとする

雇用のニ

的合理性，

労働経済と

特筆すべき

析結果が以

背景の分析，政策の目標・内

ものである。

ューディール政策に関して，

諸政策間の整合性とその調整

りわけ労働市場の構造的な特

は労働市場分析における新し

下に見るように，体系的であ

容・手法の特徴の折出および

その政策対象の明確化，政策

などの政策研究を行なうため

質とその変容の的確な分析が

い視点と方法が提示されてい

り，説得的なことである。そ

政策効果の評価を行な

手法の選択，政策の目

には，その背景となる

欠かせない。本論文の

ること，およびその分

の分析の基本視点の一

つは，今日

けサッチャ

代後半のブ

のことによ

いて，短期

本視点の第

【労働市場分

労働力の

のイギリス労働市場の構造的

ー政権登場以降の，労働市場

レア政権の新展開によって生

って，ブレア政策の基本性格

的にはそれとの非連続をも含

２は技能を軸とした労働市場

析】

市場構造分析においては，ま

な特徴を，基本的にはオイル

の中・長期的変化の軌道の中

じた調整変動の過程の中で捉

を，中・長期的にはサッチャ

むものとして把握することが

の構造分析である。

ず産業構造視点からの製造業

ショック以降，とりわ

で捉え，合わせて 年

え直すことにある。そ

ー政策との連続性にお

できる。その分析の基

の衰退とサービス業の

拡大を背景

大，職種視

ダーの視点

にされる。

業を中心と

は，北部の

差」が認識

とした製造業のブルーカラー

点からは中技能職種の減少，

からは男性の就業率の低下と

しかもこの「就業代替」は製

するパートタイム女子労働の

雇用の停滞・高い失業率，南

される。

労働者の減少とサービス業に

高技能職種と低技能職種への

女性の就業率の上昇（「就業代

造業におけるフルタイム男子

拡大という形態をとってすす

部の雇用の拡大・低い失業率

おける不安定雇用の拡

二極化の進展，ジェン

替効果」）などが明らか

労働の減少とサービス

められる。地域視点で

という雇用の「南北格

これら需

技能・中位

おける「ビ

他サービス

拡大が明ら

労働力供

革，価値多

要構造分析を技能視点を基軸

賃金の雇用機会の大幅な減少

ジネス・サービス業」を中心

」を中心とする女性パート等

かにされる。

給構造に関しては，サッチャ

元主義型教育から統一カリキ

に総合して，北部製造業男子

，そこでの失業の増大と失業

とした高技能・高賃金職種の

不安定雇用形態での新たな低

ー政権下の 年「教育改革

ュラムの作成・統一テストの

労働者を中心とした低

の世代間継承，南部に

拡大と流通業や「その

賃金・低技能の職種の

法」に基づく一連の改

実施や学校ランキング

の設定と成

権による

ての進学率

見られた。

相殺し，安

労働力の

績不良校の予算統制による廃

年のポリテェクニークの大

の上昇・高学歴構造化の進展

さらに，供給総量に関しては

定した水準で推移している。

需要構造の高技能と低技能へ

校化などの初等中等教育制度

学への昇格などの高等教育改

，また，それとリンクして技

，女性の労働力率の上昇と男

の二極分化と供給構造の全体

の改革やメージャー政

革によって，全体とし

能構造の上位シフトが

性の労働力率の低下が

としての技能・資格の

（ ）



上方シフ

保持者が

給はほ

トは「資格インフレ」「資格

実際にはそれより下位の技

ぼ均衡しているが， ３，
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シフト」をもたらすことにな

能資格の職につくのである。

および ２ではいずれも

った。つまり，上位技能

４以上については需

相当の需要不足となり，

３

２

いる。し

他の者は

この経

ンアクテ

学校をド

の資格取得者の少なくない

の資格取得者が １の職

たがって低技能者や無資格者

長期の失業を経て経済的非活

済的インアクティブ層は，障

ィブを除けば，おもに長期失

ロップ・アウトした層，ある

人たちが実際には ２の

に， １の資格取得者が無

は職業機会を剥奪され，あ

動者となる経路が生まれる

害者，学生，専業主婦，退

業を経て，求職活動を断念

いは義務教育を卒業したが

職についている。そして

資格レベルの職について

る者は失業者となり，また

。

職者など本来的な経済的イ

し，この層に移行した者と

一度も就業経験のない者と

から構成

インアク

男子を中

くない効

なくない

供給圧力

著者は，

層であり

される。高い技能レベルを含

ティブがいるとはいえ，

心にして近年，急速に拡大し

果をあげている。しかし，こ

部分が潜在失業あるいは縁

を加え，労働市場の下層の賃

この経済的インアクティブの

，より縁辺労働者性が強く，

めて，すべての技能レベル

１ないし無資格層がその中

，そのことが統計的には失

のような統計上の処理とは

辺労働力であり，「事実上の失

金に抑制的な作用を及ぼし

約２割が，比較的短期に労

その他の固定層と区別され

において，一定数の経済的

心をなす。この層が若年

業率を安定させる上で少な

別に，実際にはこれらの少

業者」として労働市場に

ていることは明白である。

働力と非労働力を流動する

ることを明らかにするとと

もに，そ

失業

そのパタ

いる。な

の中でも

事実発見

【政策研究

の流動層についても「非労働

労働力」の迂回的な移動をす

ーンの違いによって市場への

お近年，流動層の割合が漸次

直接的な移動パターンが漸次

もニューディール政策の背景

】

力 就業者」への直接的な

る型など，いくつかの典型

圧力の程度が違うという重

，低下し，固定層のそれが

減り，迂回的な移動パター

分析にとってはきわめて重

移動をする型と「非労働力

的な流動パターンを検出し，

要な分析結果を引き出して

上昇していること，流動層

ンが増えていることなどの

要である。

上述の で

的インアクテ

増大を緩和す

加を拒否する

ル政策の性格

次のような点

職業希望や職

見た「玉突き現象」の結果と

ィブとくに固定層が拡大し，

るため，彼らの就労者として

者を社会保障の対象から除外

を良く物語っている。著者は

に注目している。最初４カ月

業適性に合わせた職業指導で

して，低技能の若年男子を

それに伴う社会保障負担が

の「自立化」を促すととも

ないし，その給付を制限す

，この政策の基本的な性格

のゲートウェイ期間の主要

はなく，たとえ不安定就労

中心として，失業者と経済

増大している。その負担の

に，ニューディールへの参

ることが雇用ニューディー

を判断できる事実として，

な提供サービスが，本人の

であったとしてもなにより

実際に働くこ

ンセリング

リテラシーと

回避され，労

職業カウンセ

会でも重視さ

とが重要であることを認識さ

が重視されること，また，職

ニューメラシーの習得が中心

働の内容の如何は問わず，な

リングは，若年失業者対策の

れているが，その場合は職業

せ，そのように説得するた

業訓練といっても，「読み，書

であること，オプション過

によりも労働経験が重視さ

今日的に有効な一般的な手

や労働の意義を教え，本人

めの職業ガイダンス・カウ

き，計算」などの基本的

程でも本格的な職業教育は

れることが指摘されている。

法として，ヨーロッパ委員

の職業希望と適性を踏まえ

（ ）



て，あくまで本

ールはこの点で

このニューデ

立命館経済

人の自発性を涵養することが

明らかに異なるというのが著

ィール政策実施の結果につい

学（第 巻・第１号）

主眼とされているが，イギリ

者の分析である。

て，著者はこれによって短期

スの雇用のニューディ

間で就労機会を得るの

は，比較的に上

期的失業者や固

たとえ就労でき

ずか 週間の雇

このような若

性格と目的は，

の政策によって

澄みである２割（短期失業者

定的なインアクティブ層の多

たとしても，不安定就労であ

用創出効果にすぎないことは

年失業やインアクティブを不

全国一律最低賃金制度の創設

，補完されている。とくに，

と上述 の流動的なインアクテ

くは救済されることは少ない

って，短期に就労と失業を繰

政策当局者も認めるところで

安定就労に誘導しようという

や「就労家族タックス・クレ

最低賃金制の機能については

ィブが中心）であり，長

と指摘している。また，

り返すことになる。わ

ある。

ニューディールの基本

ジッド」の導入など他

，まず第一に，それが

市場の需給状況

水準に安定させ

の供給力を高め

する最低賃金水

入反対ないし慎

終わっている。

著者は，この

導入が 動者の

によって上昇圧力をうけてい

つつ，またフルタイマーのパ

る効果を持つことが指摘さ

準）の低さ（ 数％）によって

重論者によって懸念されてい

最低賃金制度の導入の意味に

所得の最低基準（労働基準）

るパートタイマーなどの市場

ートタイマーへの代替をも促

れる。そのことは最低賃金の

担保されている。したがって

た導入による雇用の削減・喪

関わって，さらに重要な指摘

を明確に定めることになり，

賃金を比較的に低位な

進し，パートタイマー

相対水準（平均賃金に対

，当初，最低賃金の導

失効果の発生は杞憂に

を行なっている。この

非 動者の所得の最低

基準（厚生基準

力をうけること

に安住していた

また，「就労

ファミリーやシ

労に対する所得

することを目指

）をその合理的な枠内に設定

になる。これによって，市場

層を就労の世界に誘導する効

家族タックス・クレジッド」

ングル・マザー，そこでのニ

控除の拡大を通じて，それら

したものであり，保障負担を

する根拠が与えられ，社会保

底辺賃金よりも相対的に高か

果が期待されるのである。

の導入は，とくに近年増加傾

ュー・プアーの問題，児童貧

の就労促進を図ること，とり

軽減することが企図されてい

障の最低基準が下方圧

ったがゆえに社会保障

向にあるワークレス・

困の拡大に対して，就

わけ不安定就労へ誘導

る。

これらの一連

ート賃金の上限

のもとで，「産

措置は，フルタ

軽減させること

さらに，失業

ークラス論や

の不安定就労への誘導政策は

の引き上げという政策対応と

業負担」の軽減を強く求めて

イマーのパートタイマーへの

になる。

者や経済的非活動層を不安定

「社会的排除から社会的包摂」

，使用者が社会保険料を負担

も整合性をもつ。これはグロ

いる産業の要請に符合するも

代替をいっそう促進し，産業

雇用に誘導する政策は，社会

へという議論との関連におい

しなければならないパ

バリゼーションの進展

のである。また，この

の人件費負担をさらに

学者が強調するアンダ

ては社会的な犯罪の増

加，薬物中毒，

〔論文審査の結

審査委員会は

（主査 横山政敏

た。第２回（７

ホームレス問題などに対する

果の要旨〕

合わせて３回開催された。第

，副査 角田修一，佐藤卓利）

月２日， 時 分から 時間

社会的コストを軽減させる効

１回（６月 日， 時から 時

を決定し，審査の基本方針と

分），第３回（７月 日，９時

果にも がる。

）において，審査体制

スケジュールを確認し

分から 時 分）におい

（ ）



て，論文の実

経済学研究科

である。１）

質審査を行なった。さらに

後期課程院生４名）には公聴会

テーマ「……と『福祉国家』
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７月 日（ 時から 時 分，

が開催された。それらで出さ

改革」と内容の整合性，２

参加者は経済学部教員６名，

れた主な論点は次の三点

）５章の位置付け，および

アンダークラ

が「ビジネス

の必要性など

１）につい

しかし，その

革の，福祉国

ムシフトとい

スと経済的非活動層との関係

・サービス業」で急拡大して

であった。これらについての

ては，この論文は福祉国家論

分析は単なる労働市場分析で

家の危機対応の一つの焦点で

う新しい視座のもとに，ワー

，３）ロンドンを中心にし

いる背景としてのグローバ

審査委員会の認識は以下で

や福祉国家の危機論そのも

はなく，ブレア政権の政策

ある福祉と労働の関係性の

クフェアを展開させている

て，高技能職種の雇用機会

ル都市ロンドンの機能分析

ある。

のを研究するものではない。

の基本認識が，福祉国家改

見直しにあり，福祉レジー

ことに著者が着眼している

ことの意味と

非活動層の分

構造論的視点

ていわゆる

で３章・４章

間に位置し，

にある。この

位置を占めて

意義を確認した。２）に関し

析は２章のアンダークラス論

から，需要構造と供給構造と

「経済的非活動者」の発生過程

と連動した労働市場分析の一

少なくない部分が両者を行き

意味でこの層の分析は福祉研

いる。３）については，ロン

ては，統計学的把握という

と親和性を持たないわけで

のギャップ，資格インフレ

とその動態が分析されてい

環であること，しかも，こ

来するのであり，この関係

究と労働研究の結節点とし

ドンにおけるビジネス・サ

面でみれば，５章の経済的

はない。しかし，ここでは

から発生する構造問題とし

るのであり，それはあくま

れらの層が福祉と労働の狭

の整理がブレア政策の眼目

て，本論文において枢要の

ービス業の急展開，そこで

の高技能・高

の雇用割合の

れるのではな

析が今後，求

最後に，審

１）サッチ

能視点，

賃金労働者を中心とした雇用

低下の背景分析については，

く，シティを抱えるグローバ

められることになる。

査委員会において確認された

ャー以降のイギリスの労働市

産業・職種の視点，地域の視

割合の急拡大，およびそれ

たんなるアウトソーシング

ルシティであるロンドンの

この論文の評価すべき点の

場構造の特質と近年におけ

点，性別の視点と年齢の視

とは対照的な金融業従事者

の展開としてのみ，説明さ

位置と役割をも踏まえた分

いくつかを指摘しておく。

る構造的な変化の特徴を技

点を横軸に，フルタイマー，

パートタ

など労働

セプトに

ことによ

合的な視

けられな

２）ブレア

イマー，短期失業者，長期失

者・失業者・事実上の失業者

労働力の需給構造とその動態

って，労働市場と福祉の構造

点からのイギリス労働市場の

い。この点は高く評価される

政権の社会・労働政策を，ニ

業者，流動的インアクティ

・福祉対象者の諸層を縦軸

を把握しようとする意欲的

を統一的に捉える視座を提

分析は日本はもとよりイギ

。

ューディール政策を基軸に

ブ，固定的インアクティブ

に据え，技能をキー・コン

試みである。しかも，その

示している。このような総

リスにおいてもあまり見受

，それを補完する最低賃金

政策，「

密な関連

起された

政策手法

な性格と

たとえば

就労家族タックス・クレジッ

を有した一つの政策体系と

いわゆる「総合社会政策」の

の新規性とにある。それはそ

特徴に規定されている。

，職業紹介におけるガイダン

ド」，またそれの周辺に配置

して捉えている。それは

一種ともいえるが，その新

の政策が重点的に対象とし

ス・カウンセリングの重視

される教育政策などとの濃

年代に によって提

しさは政策目的の複合性と

ようとする層のもつ基本的

，労働経験の強調，基本ス

（ ）



キル（読み

基本技能の

用形態での

立命館経済

・書き・計算）習得への重点化

欠如した若年失業者やインア

就業機会にマッティングさせ

学（第 巻・第１号）

などは労働意欲や労働倫理が

クティブに潜在化した実質的

るための特有な政策であり，

弛緩し，さらに労働の

な失業者を，不安定雇

それが，今日，ハイレ

ベルなエン

重要な社会

政政策，不

の対応など

政権の一大

的の総合性

たらした結

プロイヤビリティを育成する

・労働政策の一つを構成する

安定雇用の創出という雇用効

，総合的な含意が込められて

政策スローガンはこのことを

・手法の新規性を，政策研究

果について，ブレアの政策目

ための大学院政策の新展開と

。その政策は社会保障負担の

果，犯罪・薬物中毒・ホーム

いる。「社会的排除から社会

端的に表現している。本論文

として明らかにするとともに

的に照らして，その効果と限

ともに，イギリスの最

軽減という社会保障財

レスなどの社会病理へ

的包摂」というブレア

は以上のような政策目

，その政策の実施がも

界を事実に即して明ら

かにしてい

３）本論文は

要な文献や

読み込み，

著者は５年

この間，２

ブラリー，

とともに，

る。

，学際領域にまたがる数多く

資料，労働と福祉の関連に関

また自らデータを積極的に加

に及びこのテーマを一貫して

回現地（ロンドン）を訪れ，

ロンドン大学図書館，

リッチモンドなどの雇用セン

の文献，とくにイギリスの労

する理論・歴史・政策の基本

工し，オリジナルな研究の展

，追求し，計画的かつ着実に

おのおの約１カ月間滞在し，

ライブラリーを中心に，文献

ターやロウペイ・ユニットへ

働市場分析に関する重

文献やデータを丹念に

開に結びつけている。

成果を積み上げて来た。

ブリティッシュ・ライ

検索や資料収集をする

の聞き取りなども精力

的に行ない

能力の成果

社会政策学

日本のフリ

以上を総合し

程博士論文に十

，生の資料の収集にも大変熱

がこの論文に凝縮されている

会においても公表され（

ーター問題との関連をも含め

て，審査委員会は，公聴会で

分に値するものと判断した。

心であった。そのような真摯

。なお，これらの研究の成果

年社会政策学会関西部会，

て，少なくない関心を呼んだ

の討議状況をも踏まえたうえ

な研究姿勢と高い研究

は既に，２回にわたり

年社会政策学会全国大会），

ことを記しておく。

で，この論文を博士課

〔試験または学

本論文申請者

免除したが，審

して十分な基礎

学習，とくに労

十分であると判

ことができる。

力確認の結果の要旨〕

は本学学位規程第 条第１項

査委員会は公聴会での質疑応

学力を有していると判断した

働経済の学習・研究に関して

断できる。そのことは本論文

著者は社会政策研究者として

該当者であり，第 条第１項

答を通じて，本学大学院博士

。さらに著者は経済学の理論

は長年にわたって研鑽してお

の水準および参考文献の量と

常日頃，各種の調査研究に参

に基づき学力の確認は

課程後期課程修了者と

・歴史・政策に関する

り，その蓄積と力量は

質によっても伺い知る

加しており，調査研究

の経験，習熟に

ており，また，

判断し，外国語

以上により，

する。

おいても十分である。また，

数回，イギリスでヒヤリング

試験の実施を免除する。

申請者に対して，博士（経済

著者は日常的に多数の英語文

調査を自ら実施しており，十

学 立命館大学）の学位を授与

献を駆使した研究をし

分な英語力を有すると

することが適当と判断

（ ）
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中国都市の

立命館経済

住宅問題と制度改革

学（第 巻・第１号）

学 位

授 与

学位授

立命館大学大学院経済学研

の 種 類 博士（経済学）

年 月 日 年３月 日

与の要件 本学学位規程第

究科経済学専攻博士課程後期

条第１項

課程 年３月 修了

余 勁

〔論文内容の要

本論文は

分の上，広範な

された制度改革

まず序章「課

の全体像を把握

らびに，中国の

）の関係を

旨〕

年以降今日までの中国におけ

資料・統計に基づき，深刻な

の具体的内容とその成果を論

題と研究方法」において，国

するとともに，その過程で実

改革開放政策進展過程で出さ

切断するという世界銀行の提

る都市住宅問題の展開と制度

住宅問題の実態とその背景，

じたものである。

内外の先行研究をふまえた上

施された政府の施策とその成

れた，住宅供給において都

案がなぜ実施されなかったの

改革について，時期区

問題解決のために実施

で，中国都市住宅問題

果を分析すること，な

市住民と「単位」（

かを，現実の住宅問題

解決過程を把握

都市の定義と範

て果たした役割

性と断絶性につ

第１章「改革

政策転換までの

代を重点的に論

する中で考察すること，など

囲を明確に規定した上で，単

を明らかにすること，区分さ

いて留意することなどの論文

・開放以前の都市住宅問題」

時期を研究対象とし，とくに

じている。革命以前の貧困な

の課題が提起されている。そ

位など中国独自の構造や政府

れた各時期における問題や政

の方法が述べられている。

は，中国革命直後の 年か

，社会主義計画経済システム

都市住宅環境が継続する中で

して，分析対象である

が住宅問題解決におい

策の先行時期との連続

ら 年の改革・開放

の形成期である 年

実施された政府機関・

軍隊による大量

のために，公私

る個人住宅建設

は 年の

中央と地方など

料ならびに地方

＝私有住宅の国

の住宅没収などを背景に各都

合営不動産会社の設立や，

奨励がなされたものの，都市

から 年には にまで

の格差を伴っていたことなど

誌などを駆使して明らかにさ

有化や住宅建設市場の閉鎖な

市で「房荒」（住宅飢餓）が発

「自建公助」や「公建民助」な

人口の急速な増大の中で，１

低下したこと，それはまた，

，深刻な住宅問題の実態が，

れている。そして， 年代半

どによる民間住宅投資消滅

生したこと，問題緩和

どさまざまな形態によ

人当たり平均居住面積

官民ならびに職種別，

近年刊行された档案資

ば以降の社会主義改造

（住宅所有の単一化）と工

業化を最優先と

代以降も基本的

ど個人の権利侵

第２章「改革

今日の中国経済

化，それを導い

する政府の住宅投資不足が，

に継続するとともに，政治経

害という問題も加わったこと

・開放始動期の都市住宅問題

の高成長への転機となった改

た制度改革の内容と特徴を明

住宅問題悪化の背景にあり，

済の混乱下において住宅没収

が論じられている。

と制度改革」は， 年から

革開放政策が始動された時期

らかにしている。 年に実

そうした構造は 年

や軍隊等による占拠な

年を対象にして，

の住宅問題の実態と変

施された中国最初の都

（ ）



市住宅センサ

らかにされる

人当たりの住

スの結果等を用いて改革開放

とともに，問題解決のための

宅面積の拡大などの改善が示

学位論文審査報告

政策への転換期の住宅問題

政策展開と，その結果とし

されている。政策転換の重

の深刻さがより全面的に明

ての住宅投資の拡大や，１

要な内容は住宅建設決定権

の下放であり

建設も復活し

供給主体とな

革がなされた

住宅の個人

どの特徴が指

府（商品供給

，その結果，単位が住宅建設

ている。ただし，城市と県鎮

り，いわば漸進的改革が進行

こと，また，改革内容の点で

への売却や家賃の引き上げな

摘されている。そして，住宅

者への自らの機能・組織の編成替

の主役となるとともに，政府

では改革の展開内容に相違が

したのに対して，後者では

は新規の住宅建設など「増量

ど「存量（ストック）改革」は先

建設・分配システムへの市

え，取引市場など市場が機能し

の容認政策の下で個人住宅

あり，前者では単位が主な

個人を中心とした急進的改

改革」が中心であり，既存

延ばしされていることな

場経済原理導入における政

うる条件の整備など）や単位

の役割（商品

第３章「改

役割を中心に

本格的に進展

宅問題の推移

たものの，商

びに単位によ

他方で，住宅

住宅購入や，いわばセーフティネ

革・開放展開期の都市住宅問

――」では，６・４事件に象

した新たな都市住宅制度改革

を明らかにしている。 年代

業金融原則の制約下で，その

る住宅建設・購入資金に限ら

問題は改善傾向にあるものの

ット提供による改革コスト負担

題と制度改革―― 年代

徴される 年代末の政治

について，住宅政策金融を

の改革開放政策の一環とし

運用は不動産開発公司によ

れ，個人貸付は極めてわず

， 年段階の住宅難世帯

）の役割が強調されている。

住宅政策金融の展開とその

経済変動を経て， 年代に

中心に論じるとともに，住

て，住宅金融が復活してい

る商品住宅建設資金，なら

かな比率しか占めなかった。

（１人当たり居住面積４ 以

下）は約 ％

宅建設は進展

年の上海市を

単位住宅基金

て制度整備が

との相違が具

全体の拡大を

を占めるとともに，大量の危

していたものの，同時に大量

嚆矢として個人住宅積立金制

と合わせて，住宅政策金融が

進められた。これらの政策金

体的に明らかにされるととも

もたらし，個人による住宅

険住宅が存在していた。不動

の売れ残りが発生していた

度が政府主導で設立され，

創設されるとともに，

融制度の内容と地域ごとの

に，政策金融の導入・整備

購入を可能にしたこと，また

産開発公司による商品住

。こうした状況下で，

地方政府住宅基金ならびに

年の人民銀行規定等によっ

差異，政策金融と商業金融

が商業金融を含む住宅金融

，政府による経済住宅（低

所得者用住宅

いる。そして

市場経済下の

終章では以

続性と断絶性

が住宅問題解

とめられてい

）建設の資金源となり，住宅

，このような住宅政策金融の

住宅資金循環構造が形成され

上の各章の内容が要約される

，所有の単一化と多様性復活

決と制度改革に果たした役割

る。

問題改善に大きく寄与してい

導入によって，従来の住宅

たことが述べられている。

とともに，各章における分

，市場の発展における政府

，という３つの視点に基づ

たことが明らかにされて

資金構造が最終的に変化し，

析を貫く，先行時期との連

の役割と政府，単位，個人

いて，論文全体の内容がま

〔論文審査の

本論文は以

まず，第一

期毎に，そし

済は現在も低

結果の要旨〕

下の諸点において，極めて優

に，複雑で現在も変化してい

て要因・要素ごとに整理・分

迷と過熱を繰り返しており，

れた達成を示しており，高

る中国都市部の住宅問題と

析していることである。周

所有制などを含めて多くの

い学術的意義を有している。

制度改革の課題について時

知のように，中国の住宅経

問題が山積みであり，抜本

（ ）



的な解決方策が

革を分析するた

本論文は，この

立命館経済

まだ見出されていないのが現

めには，相当明確な問題意識

ような複雑な課題に真正面か

学（第 巻・第１号）

状である。こうした状況の中

と分析のフレームワークを持

ら取り組み，明瞭にまとめて

で，住宅問題と制度改

つことが必要である。

おり，高い評価に値する。

第二に，現在

去半世紀あまり

中国の都市住宅

持っているにも

まっていた。本

改革を，統一的

第三に，分析

刊行されている地方誌，統計

の中国都市部における住宅問

問題は極めて深刻であり，ま

かかわらず，従来の研究はい

論文は，問題の出発点である

に明らかにしており大きな意

において，独自の厳密な定義

データ，年鑑などの資料を精

題と制度改革を系統的にまと

た中国経済の構造変革や発展

くつかの時期に関して部分的

年代から今日までの中国

義を持っている。

や方法がとられていることで

力的に収集整理して過

めていることである。

にとって重要な意味を

研究がなされるにとど

の都市住宅問題と制度

ある。都市人口の独自

の推計や，都市

県鎮での改革手

た，各種年鑑な

積や建築面積の

も同様である。

第四に，従来

や住宅問題改善

の意義を具体的

をさらに城市と県鎮に分けて

法（漸進改革と急進改革）の相

どの基本統計を独自に加工，

経年比較を可能にしており，

ともすれば改革に対する否定

に積極的役割を果たしている

に指摘している。中国経済分

の分析等がなされている。そ

違など，より厳密な政策評価

集計することによって，都市

住宅金融データ，住宅投資に

的役割が強調されてきた「単

ことを明らかにし，単位や政

析や社会主義計画経済から市

の結果として，城市と

が達成されている。ま

人口１人当たり居住面

関する数値等について

位」が，住宅制度改革

府など中国独自の構造

場経済への移行過程研

究，市場経済発

第五に，中国

量改革」概念を

また，住宅をめ

年代住宅政

論文の主張をよ

経済発展と都市

展における政府の役割の研究

経済研究のこれまでの成果

吸収し，住宅制度改革に適用

ぐる資金の流れを図示するな

策金融の実態についてのより

り強固にすることなど，実証

住民生活にとって極めて重要

等に少なくない貢献をしてい

である，漸進的経済改革論や

するとともに，その内容の豊

ど独自の総括がなされている

詳しい数値を入手して，政策

面でいくつかの課題が残され

な住宅問題について上記のよ

る。

，「増量改革」と「存在

富化を実現している。

。

金融の役割についての

ているものの，中国の

うな成果を収めた本論

文の学術的価値

学 立命館大学）

〔試験または学

年７月

論文内容，及び

期課程満期退学

は大きい。以上の審査内容を

の学位にふさわしいものと判

力確認の結果の要旨〕

日公聴会を開催した。多数の

今後の研究の具体的展開方向

者であり，第 条第１項に基

総合的に検討し，審査委員

断する。

参加者の中での報告ならびに

が確認できた。なお，学位請

づき学力確認に関わる試験を

会は本論文が博士（経済

質疑応答は的確であり，

求者は本年３月博士後

免除した。

以上より，本

位を授与するに

学位請求者は本学学位規定第

ふさわしい者であると認める

審査委員会

条第１項により，博士（経

。

主査 立命館大学経済学部教

委員 立命館大学経済学部教

委員 立命館大学経済学部教

済学 立命館大学）の学

授 松野 周治

授 鄭 小平

授 金丸 裕一

（ ）



中国の「

――上

社会主義市場経済システム

場企業からの考察――

学位論文審査報告

」

学

授

学位

立命館大学大学院経済学

位 の 種 類 博士（経済学

与 年 月 日 年３月

授与の要件 本学学位規程

研究科経済学専攻博士課程後

）

日

第 条第１項

期課程 年３月 修了

徐 涛

〔論文内容の

論文は，６

に注目し，株

義市場経済シ

序「『社会

の国有企業の

とともに，現

要旨〕

つの章に序と結びを加えて構

式会社制度構築の過程と成立

ステム」の現状とその問題点

主義市場経済システム』分析

経営状態について，各種公表

在の中国の経済システムとし

成され， 年代から始ま

した国有株式会社の経営実

，今後の展望を考察したも

の課題と方法」では，改革開

統計を総合して独自に作成

て中国共産党並びに中国政

った国有企業の株式会社化

態を通じて中国の「社会主

のである。

放政策実施以降現在まで

した図表をもとに概観する

府が定式化している「社会

主義市場経済

能となった国

上の意義が確

第１章と第

維持」と「共

並びに『中華

第１章「株

システム」に関する研究者の

有企業の経営に関するデータ

認されている。

２章では，社会主義理念が

産党の一党支配」が株式会社

人民共和国国務院公報』や各

式会社化の試行と株式会社制

代表的見解が検討されてい

をもとに，同システムの実

経済改革の過程で変容される

化の中でどのように実現さ

種年鑑などの基礎資料をも

度の構築」では，株式会社

る。その上で，近年入手可

態分析を行うことの研究史

歴史を振り返り，「公有制

れているのかが，先行研究，

とに考察されている。

制度の「実験」と構築の過

程が論じられ

に融合された

理念の下で，

株式会社制度

人投資家に

のリーダーシ

制別分断，会

，社会主義理念の変容，さら

のかが考察されている。株式

従業員株依存・従業員優遇の

を導入する段階では，株式市

変化した。それに応じて，社

ップ」が前面に打ち出される

社制導入の優先順位，国家株

には株式会社制度の目標モ

会社制度構築の最初の段階

株式会社制度が試行された

場が整備され，株式発行の

会主義を維持するために，「公

とともに，国有資産管理体

の流通制限などの手段で公

デルに社会主義理念が如何

では「労働者が主人公」の

。しかし，大型国有企業に

主要対象は，従業員から個

有制の維持」と「共産党

制が確立され，株式の所有

有制地位の維持，そして企

業内党組織の

第２章「株

的実施過程が

を管理・経営

基盤の強化の

が政治権力の

活動の復活が図られたことが

式会社制度の本格的導入」で

論じられている。国家による

するために集団公司による授

ために共産党組織責任者と企

トップを兼ねるようになった

明らかにされている。

は 年以降の国有企業に

最終的な所有の一本化が貫

権経営・授権投資が採用さ

業経営トップの兼任が明文

。その結果，経営者支配が

おける株式会社制度の本格

かれたが，膨大な国有資産

れた。また，共産党の政治

化され，企業の経営トップ

形成され，経営者に対して

（ ）



事実上の所有権

第３章「中国

社の公開デ

立命館経済

移譲が行われたことが論じら

の株式会社の特徴――上場

ータ（有価証券報告書，各種公

学（第 巻・第１号）

れている。

企業のケース――」では，上

告，目論見書など）を基礎に，

海証券取引所上場企業

第２章で把握した中国

国有支配株式会

「漸進的私有化」

約８割が親会社

それぞれ三分の

かにしている。

する構造，経営

ている。

社の特徴，すなわち国家に

により若干低下しているものの

の出身者），共産党組織責任者

一以上が党組織出身者），筆頭株

そして，親会社の株式所有を

者への「事実上の所有権」（

よる最終的な所有による資本

株式の４割以上が国有株であり，

と経営トップの関係（上場国

主持株比率の高さ（国有企業

利用して上場企業の経営者が

）の配分が数

支配（株式譲渡等による

経営の要である董事長の

有企業の董事長と監事長の

で ％以上）などを明ら

会社の意思決定を支配

値に基づいて確認され

続く第４章か

関係がモデル分

らなる契約の束

ントロール権と

第４章「『事

場国有企業

への事実上の所

に効果を上げて

ら第６章では企業レベルでの

析を通じて実証されている。

として把握され，国有企業の

残余請求権の配分として捉え

実上の私有化』――経営者へ

社のデータを用いて，現段階

有権配分にはどのような特徴

いるのかが実証されている。

「社会主義市場経済システム

その際，企業は，資産の所有

株式会社化に伴う所有権の変

られている。

の『事実上の所有権』の配分

の国有企業株式会社化におい

があるのか，所有権の配分は

筆頭株主の持株比率，総経理

」の特徴と企業業績の

者，経営者，労働者か

化は経営者への残余コ

――」では 年の上

てなされている経営者

実際に企業業績の向上

と董事長の兼任，企業

内党組織責任者

者の残余コント

係が考察されて

ラス効果が実証

権限の配分がま

経営者に対する

が述べられてい

または従業員代表と役員の兼

ロール権及び残余請求権の代

いる。その結果，経営者に対

的に確認されている。そして

だ不十分であり，国有企業

経営自主権の委譲と持株制度

る。

任，経営陣の持株比率，経営

理変数として用いて，国有株

する事実上の所有権配分がも

，現段階において国有支配企

改革を成功させるために，ま

及び業績連動型の報酬制度を

者年報酬などを，経営

式制企業の業績との関

つ企業業績向上へのプ

業経営者へのこれらの

ず産業規制を緩和し，

実施すべきであること

第５章「経営

業 社の経営

を与えるのか，

ている。その結

交替発生に対す

して経営者の交

者の非日常的交

者交替における国有と民営企

者交替における国有支配企業

経営者交替によって企業業

果， 上場国有企業では赤字

る業績低下の影響力が低いこ

替が実施されていることが明

替は比較的長期間，企業業績

業の比較分析」では 年か

と民営企業の相違を 企業業

績が向上できるのか，の二つ

決算の発生に応じて経営者の

と，その一方，民営企業では

らかにされている。また，

を大幅に好転させる効果があ

ら 年までの上場企

績が経営者交替に影響

の設問に沿って検証し

交替が行われているが，

赤字決算に敏感に対応

民営企業の場合，経営

る。しかし上場国有企

業の場合，その

ちこむ。以上の

急の必要性が強

が論じられてい

第６章「『社

社の 年

効果が小幅で短期的であり，

実証結果を受けて，国有支配

く主張されるとともに，事実

る。

会主義市場経済システム』の

から 年までのパネルデー

中長期的に企業業績が経営者

企業において経営者の解任メ

上の私有化の限界が指摘され

行方――党・所有制の実証研

タを用い，党組織の経営参加

交替前の業績水準に落

カニズムを構築する緊

，法的私有化の必要性

究――」では上場企業

，国家所有，特定業種

（ ）



に対する国有

検証されると

る。その結果

企業の支配及び経営者への事

ともに，それを踏まえて「社

，競争的業種における党関与

学位論文審査報告

実上の所有権配分が企業業

会主義市場経済システム」

型国有企業の企業業績が，

績に与える影響が総合的に

の経済効果が論じられてい

党弱体型国有企業よりも悪

いこと，党弱

このようにし

化及び経営者

漸進的であり

国有企業改革

経路ないし優

最後に，

体型国有企業の業種独占が企

て，企業業績向上の視点から

への事実上の所有権移譲をと

， への加盟により市場

について，民間資本の産業参

先順位が示されている。

結び「『社会主義市場経済シ

業業績の低下をもたらす等

国有支配業種の規制撤廃，

もに実施することの必要性

への参入規制が撤廃される

入の自由化，党と企業経営

ステム』と中国の見方」にお

の仮説が実証されている。

党・企業経営の分離，私有

が論じられている。改革が

という前提の下での今後の

の分離，法的私有化という

いて，中国では公式的に

「社会主義市

の江沢民政治

えているとい

〔論文審査の

本論文は以

現在中国経

う極めて重要

場経済システム」が初歩的に

報告）ものの，国有企業改革の

う論文の分析結果が示されて

結果の要旨〕

下の点で優れた内容を示して

済の基本システムとされてい

な研究課題に対して，本論文

構築されたとされている（中

方向と関わり，中国政治・

いる。

いる。

る「社会主義市場経済シス

独自の方法によって正面か

国共産党第 期全国代表大会

経済は一つ重要な局面を迎

テム」の経済学的分析とい

ら取り組み，同システムの

合理性ない

場経済シス

などについて

績や経営者に

企業経営に対

ている。その

完備契約理論

し非合理性を論じている。「社

テムにおける「開発独裁」と

議論してきた。それらを踏ま

関するデータが利用可能とい

する共産党の関与などが，企

際，近年新しい経済学分野

」と中国経済の現実を背景に

会主義市場経済システム」に

の類似性，「社会主義」と「市

えつつ，本論文は，国有株

う新たな条件を生かし，企

業業績にどのような影響を

として展開を見せている

した，多数の独自の分析モ

ついての先行研究は，市

場経済」との両立可能性

式上場会社の大量の企業実

業の所有権の配分，および

与えているかを実証分析し

， らの「不

デルが構築されている。

本論文の中

場株式会社と

共産党組織や

自体として中

本論文がデ

和国国務院公

たって進行し

心部分をなす，膨大な財務デ

親会社との役員人事，株式所

従業員組織との人的つながり

国経済と中国の代表的企業の

ータ収集の対象とした株式

報』や，各種年鑑，先行研究

ている本格的株式会社制度の

ータや経営者に関するデー

有面の関係，経営者の株式

，それらと企業業績との連

実態に迫る貴重な研究成果

会社自体の成立過程そのもの

を基にして，独自の分析が

導入過程がその前史を踏ま

タの加工を通じ，中国の上

所有や経営報酬，経営者と

関の強弱・有無など，それ

が示されている。

についても，『中華人民共

なされている。 年間にわ

えて分析されるとともに，

改革開放以降

が，経済学者

きな役割や経

りで形成され

支配という概

るとともに，

の中国社会主義経済体制理念

の論争と制度構築の過程を通

営者支配という特徴が，中国

たこと，他方，その過程で社

念を中心としたものに変容し

本論文で展開されるデータ分

の中で株式会社制度がどの

じて論じられている。株式

の政治社会体制の根幹であ

会主義理念そのものが，重

ていったことが実証されて

析の意義を深めている。

ように受容されてきたのか

会社における党委員会の大

る社会主義理念とのかかわ

要産業における国家多数株

いる。貴重な研究成果であ

（ ）



中国経済の根

な私有化」まで

として，民間企

立命館経済

幹を成す国有上場株式会社

進めることが企業業績の向上

業の産業参入の自由化，党と

学（第 巻・第１号）

において進行している「事実

にとって意義が大きいこと，

企業経営の分離，法的私有化

上の私有化」を，「法的

また，今後の企業改革

の実現という経路が望

ましいという，

を与えているこ

の強弱と国有企

がある。ただし

広い経済学研究

義と限界につい

済的役割の考慮

本論文の結論は説得的である

とは，現地調査や理論的考察

業，民営企業の関係などを解

，企業の「法的私有化」とい

に対する言及と，本論文が所

てのより詳しい検討が必要で

も必要である。また，本論文

。なお，共産党の支配が企業

によってされてきた。本論文

析している点でインパクトを

う結論に至るためには，所有

有を残余請求権と残余決定権

あり，現実の国有企業が果た

のデータ分析を代表的企業に

業績にマイナスの影響

は，共産党の一党支配

もち，オリジナリティ

論についての従来の幅

として捉えることの意

しているさまざまな経

ついてのヒアリング調

査などの実態で

トーリーをより

を改善すること

価を左右するも

本論文を構成

ジア研究』（ア

理学会）などで

章の基礎となっ

検証すること，モデル分析に

明確に叙述すること，中国企

などの課題も存在するが，主

のではない。

する諸章は，関連学会の全国

ジア政経学会），『中国経済研究

既公表，あるいは掲載決定済

た研究に対しては， 年度

おける各章の統一性を高める

業の所有についてのいくつか

として今後の研究に対する期

大会等で報告され，その査読

』（中国経済学会），『中国経営

みの諸論文等を再構成したも

富士ゼロックス小林節太郎記

ことと，前提となるス

の章での重複した叙述

待であり，本論文の評

つき学会誌である『ア

管理研究』（中国経営管

のである。また，第５

念基金『在日留学生研

究助成』奨学金

とを付記する。

以上の検討に

ると評価した。

〔試験または学

年２月

を受給している。本論文を構

より，審査委員全員一致して

力確認の結果の要旨〕

日に，本論文の公聴会が開か

成する諸研究に対して高い評

本論文が（課程）博士の学位

れ，学位請求者より論文の概

価が寄せられているこ

にふさわしい論文であ

要が報告され，それに

関する議論がお

散が前提である

実証分析の各

がなされていな

対象等との関連

１項該当者であ

請求者が十分な

こなわれた。主な論点は，

にもかかわらず，論文では株

章で，理論モデルと実証モデ

い点，であった。学位請求者

などの説明を含む的確な応答

り，本論文の水準の高さおよ

学識を有し，課程博士学位に

通常の市場経済における経営

式所有の集中の下で論じてい

ルのつながりが不明確な点，

は，それぞれに対して，中国

をなした。本学位請求者は，

び公開審査会における質疑応

相応しい学力を有しているこ

者支配は株式所有の分

ることについての説明，

内生問題に関する考慮

経済の現実並びに分析

本学学位規程第 条第

答に基づいて，本学位

とが確認された。外国

語能力について

認められる。以

以上の諸点を

学）の学位を授

も，論文における多数の引用

上の理由から本学学位規程第

総合し，審査委員会全員一

与することを適当と判断する

などから十分にその力量を有

条第１項に基づき試問を免

致で，本学位請求者に対し，

。

するものであることが

除した。

博士（経済学 立命館大
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審査委員会

学位論文審査報告

主査 立命館大学経済学

委員 立命館大学経済学

委員 立命館大学経済学

部教授 松野 周治

部教授 田中 宏

部助教授 坂田 圭
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現代中国税

――中国の

立命館経済

制の研究

市場経済化と税制改革――

学（第 巻・第１号）

学 位

授 与

中国・

の 種 類 博士（経済学）

年 月 日 年９月 日

吉林大学外国言語文学学部

日本言語文学学科 年７月 卒業

曹 瑞 林

学位授

〔論文内容の要

１）曹瑞林氏

現代中国税制の

格を総括すると

第 部（１ ４

序章 研究の

与の要件 本学学位規程第

旨〕

の学位請求論文『現代中国税

成立と展開，税体系や主要税

ともに，改革の諸課題を解明

章），第 部（５ ７章）と終章

課題と方法

条第２項

制の研究――中国の市場経済

の特徴，問題点の分析にもと

することを目的とする。それ

から構成される。

化と税制改革――』は，

づいて，その基本的性

は以下のように序章，

第 部 市

第１章 中国

第２章 市場

第３章 国有

第４章 分税

第 部 主

第５章 付加

場経済への移行と税制改革

税制の全体像

経済への移行と現代税制の形

企業の会社化と税財政

制改革と地方税制の成立

要税の現状と課題

価値税・サービス消費税

成

第６章 企業

第７章 個人

終章 中国

以下，順を追

２）序章では

移行を図る経済

国と地方の税源

所得税

所得税

税制の展望

って内容の要旨を述べる。

まず，本研究は２つの意義を

改革の一環であり，基本的な

配分の特徴や課題は中国が移

持つとする。第１に中国の税

政策課題の１つであること，

行国であり，発展途上国であ

制改革が市場経済への

第２に税体系や主要税，

るという性質に規定さ

れているが，そ

経済への移行と

経済化との関連

題を提示するこ

これまでの研究

課題を市場経済

の経済学的解明が求められて

固有の租税制度創出との相

で分析し，その基本的性格

と」「国・地方の税源配分の

成果の摂取をふまえ次の４点

化との関連において分析する

いることである。そして具体

互関係の検証」「税体系や主要

を規定すること」「税体系や主

分析と評価」をあげる。次い

を示している。すなわち，

， 税制が中国経済の途上国

的な課題として「市場

税の特徴や課題を市場

要税の改革の方向，課

で研究の方法として，

中国税制の特徴，性格，

的特徴を刻印されてい

（ ）



るので，税体

を提示する，

権限と責任を

系や主要税をこれと関連づけ

国と地方の税源配分や地方

持っている点に着目して分析

学位論文審査報告

て分析する， 租税原則の

税制を省や大都市が税の徴

すること，である。そして

視点から改革の方向，課題

収においても実質的に強い

この方法にもとづいて第１

部で，現代中

きたこと，第

３）各章の

第１章では

を基幹税とす

など多数の税

における詳細

国税制の成立と展開が市場経

２部で４つの主要税の特徴と

要旨

税収構造の分析から，現代の

ること，個人所得税が次第に

目が補完する体系となってい

な展開の導入としている。つ

済化や経済改革と密接な関

改革課題が解明される。

中国税制が付加価値税，サ

地位を高めていること，こ

ることを示す。ついで主要

いで中国における租税の分

連を持ち，相互に作用して

ービス消費税，企業所得税

れらを個別消費税，流通税

税の特徴をあげて，第２部

類や を超える補完的諸税

について簡潔

ている。そし

ことに根ざし

摘する。

第２章は

革」から成り

付制への改革

行とともに必

な紹介，説明を行うとともに

てこのような税システムや主

ていること，また長期的に先

「第１節 改革開放政策と

，現代中国税制の生成過程

）」と呼ばれた国営企業課税改

然的になったことを示し，複

，租税の理論にもとづいて

要税の特徴は中国が移行国

進国の現代税制に収斂して

年税制改革」「第２節 市場経

を分析する。第１節では「利

革を中心とする 年の税制改

雑な内容をもつ「利改税」

税体系と租税の分類を示し

であり，発展途上国である

いくと考えられることを指

済化の進展と 年税制改

改税（利潤上納制から租税納

革が，改革開放政策の進

の実施過程やその評価を行

っている。す

介することに

られ，租税国

設けられたこ

は， 年改革

紹介，解説に

家化が達成さ

なわち，国営企業への所得税

なったこと，未成熟ながらも

家化に大きく前進したことが

と，付加価値税の課税対象が

が市場経済化を本格化させる

もとづいて企業所得税と一般

れたこと，国内企業所得税の

の適用によって政府と企業

企業所得税と消費流通課税

ある半面，国営企業に関し

大変狭小であるなどの限界

経済改革の一環として実行

的消費課税を柱とした税体

統一や付加価値税の大幅な

との分配が基本的に租税を

を中心とする税制が形づく

て追加課税である調節税が

があったとする。第２節で

されたこと，内容の適切な

系が確立し，中国の租税国

対象拡大によって税の公平

性が改善され

第３章は，

重要課題の１

けての経営自

という目標の

策が展開され

る会社化の急

たことなど重要な意義を持つ

国有企業の会社化政策と税財

つである国有企業改革につい

主権拡大政策が限界に突き当

下に会社法（「公司法」 年

たことを示す。ついで「万千

速な普及は，それが生産性向

ことを明らかにしている。

政との関係を分析する。こ

て，先行研究に学びながら

たったこと， 年代中葉以

月公布）が制定され，「会社化

百十計画」や具体的事例を

上に顕著な成果をあげたか

こではまず，経済改革の最

年代から 年代初めにか

降「現代企業制度の確立」

（株式会社，有限会社）」政

検討しつつ，その後におけ

らだとする。そしてこの会

社化政策は政

ある，安定的

つまり財政活

第４章では

成立する地

とは税を中

府と経済主体（企業）の分離

な租税制度の支柱となってい

動が本来的な行政的活動に特

， 年の税制改革の一環とし

方税制，具体的には省と大都

央税（国税），地方税，中央地

，相互自立化（「政企分開」）を

る，他方これは財政構造に

化していく基礎である，と

て実施された「分税制」の

市の税制に関する事例研究が

方共有税に区分し，中央・地

可能とする強力なテコで

目立った変化をもたらす，

結論づけている。

分析と，これにもとづいて

おこなわれる。「分税制」

方間の税源配分を行うと

（ ）



ともに，これに

接的には財政請

面では地方税制

立命館経済

よって中央，地方各政府の役

負制によって低下した中央財

の成立をもたらし，地方財政

学（第 巻・第１号）

割分担を明確化しようとした

政の地位を回復することをね

の法制上かつ実質的な自立性

改革をさす。それは直

らいとしていたが，他

強化をもたらした，と

する。そして，

大都市）が責任

ついで，この

事例に基づいて

にもとづいて支

性を高めたこと

第２部は３つ

この改革が意味するのは行財

を持つほうが効率性において

「分税制」の実態はどのようで

検証する。ここでは財政や税

出面，財源面での特徴を整理

，行政的活動と営利的経済活

の章からなり，第１部の総体

政の効率性，つまり地方的な

優れていることを事実上承認

あるかを中国東北部の 寧省

制に関する資料的制約のある

，総括して，地方税制の成立

動が分離しつつあることを描

的分析を基礎とした４つの主

行政について地方（省，

したことであるとする。

，および同省大連市の

中で，地方財政の理論

を基礎に行財政が自立

き出している。

要税の特徴や問題点，

改革課題につい

第５章は「付

り，かつ一般的

年に導入された

善され， 年代

記 営業税）も

入は税収全体の

を手際よく整理

ての研究である。

加価値税・サービス消費税」

消費課税である２つの主要税

が，課税範囲も小さく，不完

半ばから全税収に占めるウ

年に導入され，第３次産業

％前後を占めてきた。これ

し，付加価値税や一般的消費

と題し，現代中国税制におい

を分析する。付加価値税（中

全なものであったが， 年の

ェイトが第１位にある。サ

の拡大とともにその地位を高

をふまえて，その導入，成熟

課税に関する先進諸国の経験

て最も重要な地位にあ

国語表記 増値税）は

税制改革で抜本的に改

ービス消費税（中国語表

め，これら２つの税収

の課程，現行の仕組み

や研究成果に学びなが

らその中国的特

付加価値税が資

費税が並存し，

にする。それら

格であるととも

第６章では直

は年度によって

徴や課題，それらと市場経済

本財の控除を認めていない総

商品とサービスが異なる方法

は日本や 諸国のそれと

に，同時に改革の課題になっ

接税において首座にある企業

変動があるものの， ％前後

化や経済改革との関連を検証

生産型付加価値税である，付

で課税されているなどの問題

の重要な違いであり，洗練さ

ていることを明らかにしてい

所得税が対象とされる。その

を占める。ここではその成立

した。ここでは中国の

加価値税とサービス消

点があることを明らか

れたものへの過渡的性

る。

税収におけるウェイト

過程やその背景を概観

した上で国内及

進工業諸国，特

体的には問題点

得税と非法人所

として会社化し

善すること，

法人税への移行

び外資系の２つの企業所得税

に日本の法人税との比較を念

ないし過渡的性格が，２つの

得税という２重の性格を持っ

ていない大量の国内企業にお

％に近い非会社化企業の会社

をあげる。

の仕組みや構造的特徴を明ら

頭におき，その問題点や改革

企業所得税の並存，国内企業

ていることなどに表れている

ける損益計算の厳密性，課税

化の促進，内外企業所得税法

かにするとともに，先

課題を示している。具

所得税が事実上法人所

とし，主要な改革課題

所得算出の正確性を改

の統一，企業所得税の

第７章は，

なった個人所得

ず，税制におけ

昇し 年には

その成立と展開

らかにされる。

年改革でようやく１つの税法

税を対象とする。その税収全

る地位は低かったが，市場経

６％を超えるに至っている。

，先進諸国のそれと比較した

具体的には，これが 種類の

の下で中国人と外国人両者の

体におけるウェイトは 年で

済化の進展，個人所得水準の

ここでは，地位を高めつつあ

ときの違いや過渡的性格やそ

所得に対する分類所得税であ

所得に課税するように

もまだ２％程度にすぎ

上昇を反映して年々上

る個人所得税について

の理由，改革課題が明

ること，税率構造が２
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つの累進税率

ベースが異な

れらは市場経

と比例税率の３本立てである

るなどの特徴があり，それら

済システムが未成熟であるこ

学位論文審査報告

こと，大部分地方税とされ

は同時に改革を要する問題

と，また税務機構や税務行

ているが，地方ごとに課税

点であるとする。しかもそ

政の未整備に根因があるこ

とを示す。そ

性の確保を図

超過累進税率

提示する。

終章は本研

国的途上国的

と強調する。

の改革方向はあらゆる所得種

ること，所得格差の拡大傾向

の一本化，定額所得控除の引

究のまとめであり，中国税制

性格であり，この両面は概念

第２は現代税制への過渡的性

類について課税ベースを拡

を考慮して所得再分配機能

き上げ，給与所得への年末

の基本的性格は２点に総括

的に区別されるものの，ほ

格にあるとする。すなわち

大し，課税の仕組みに透明

を強化することであるとし，

調整の導入などの改革案を

できるとする。１つは移行

とんどの場合一体的である

，それは税体系や主要税の

問題点を解決

かたをめざし

平，明確の両

税務行政を改

でいる。

〔論文審査の

４版

する改革の方向や課題が先進

ており，現在なおその過程に

租税原則を重視して税制の首

善するための諸課題，税体系

結果の要旨〕

頁（ 万字余）に及ぶ本研究は

諸国の洗練された現代税制

あることを意味する。その

尾一貫性，透明性を高める

，主要税の改革課題を簡潔

，以下の諸点においてきわめ

の仕組みや税務行政のあり

うえで税制改革の方向は公

ことであるとし，税務機構，

に要約して，本研究を結ん

て優れており，税制の経

済学的研究に

第１に，こ

て総合的に解

体に関する経

くは制度の紹

おいて研究さ

つまり政府

新しい学術的知見を加えたも

の研究は現代中国税制の性格

明した先駆的研究であるとと

済学的研究は，日本語文献と

介，解説にとどまっており，

れているとはいえない。この

と経済主体（企業，家計）の分

のとして高く評価できる。

や課題について市場経済化

もに，完成度もきわめて高

しては存在しない。また税

税体系や主要税の性格や課

事情は，計画経済の下で市

離を基礎とした税制が存在せ

や経済改革との関連におい

いことである。中国税制全

制に関する中国語文献の多

題が市場経済化との関連に

場システムに固有の税制，

ず，現代中国税制がよう

やく 年代

短く，研究上

第２に，中

立過程，中央

えて今日の中

２つの性格が

税において明

中葉に明確な形をとって生成

の蓄積も少ないことによる。

国税制が移行国的途上国的性

・地方の各税制，税体系，主

国税制が直面する課題や改革

税体系，及び４つの主要税，

瞭に表れていることを理論的

したばかりであるために，

格と現代税制への過渡的性

要税の特徴や問題点につい

の方向を整合的に展開した

付加価値税，サービス消費

実証的に示すことに成功し

中国におけるその研究史が

格を有することを税制の成

て明らかにし，これをふま

ことである。本研究はこの

税，企業所得税，個人所得

ている。税体系においては

基幹税の構成

記２つの性格

と，企業課税

個人所得税で

との比較の視

第３に現代

自体，また整理を要する多数

は一般的な消費課税が付加価

では外資系，国内の各企業所

は不完全な分類所得税である

点から説得的に展開したとい

中国税制研究の独自の方法を

の諸税が存在することにそ

値税とサービス消費税から

得税が存在し，課税の内容

ことに顕現していることを

える。

開発し，これを税体系や主

れを見出している。また上

なり，課税方法も異なるこ

に重要な違いがあること，

，租税の理論や先進国税制

要税の分析に貫いているこ

（ ）



とである。すな

度は存在したが

「固有の税制」

立命館経済

わち，経済手段の国有制を基

，政府の収入調達という点

とは本質的に異なる。このた

学（第 巻・第１号）

礎とした計画経済においても

では補助的役割しか有せず，

め市場システムを基本とする

「税制」という名の制

市場経済下のいわゆる

経済システムへの移行，

転換において，

業，家計）と政

ある。これに沿

は本研究の顕著

第４に，本研

させる上で大き

に属するが，本

これに適合的な「固有の税制

府の分離，相互自立化（特に

って税制や主要税の特徴が総

なオリジナリティであるとい

究は中国税制に関してはもち

な貢献であると評価できる。

研究はその数少ないものの１

」の創出が不可欠となるが，

国有企業の会社化）が梃子にな

括され，改革課題を導出して

える。

ろんのこと，移行国，発展途

わが国におけるこの分野の本

つであり，その公刊後は移行

ここでは経済主体（企

るとする研究の方法で

いるのであり，この点

上国の税制研究を進展

格的研究は近年のこと

国，途上国税制研究の

必読文献の１つ

これらの成果

１つは中国税制

しかに外資系企

接投資がいっそ

と，今後この点

第２に，税務

っており，産業

となるであろう。

にもかかわらず，避けられな

の国際的側面が独立の論点な

業所得税や付加価値税の輸出

う拡大する中で移転価格税制

の研究が求められる。

統計上の制約があるとはいえ

別，個別の省レベルでの分析

かったいくつかの不十分さが

いし章として取り上げられて

還付問題などについて貴重な

など国際課税の重要性が高ま

，主要税の分析が全国統計に

にまで及んでいない。

あることも事実である。

いないことである。た

言及があるが，対中直

っていることを考える

もとづく検討にとどま

第３に，中国

での税制はどの

この問題は社会

え，掘り下げた

しかしながら

本研究の学術的

以上の審査結

は「社会主義市場経済システ

ような特徴を持つかについて

主義市場経済の概念規定と深

研究が望まれるところである

これらの点は，むしろ今後取

価値をいささかも減ずるもの

果から，本論文は立命館大

ムの構築」という歴史的挑戦

の展望や理論化は必ずしも明

く関わっており，決して容易

。

り組むことが期待される研究

ではない。

学学位規定 条第２項に定め

をしているが，その下

確ではないことである。

な課題ではないとはい

課題というべきであり，

る博士（経済学）学位を

授与するにふさ

なお，本研究

中であり，

〔試験または学

日本財政学会

有することにあ

わしい研究であると評価する

は日本学術振興会の助成を受

年 月に公刊される予定であ

力確認の結果の要旨〕

，日本地方財政学会の入会資

るが，申請者はその専門分野

。

けて，（株）御茶の水書房（

ることを付記しておきたい。

格は修士課程修了，またはこ

であるそれらの学会の会員で

東京）において出版作業

れと同等以上の学力を

ある。また申請者はこ

の両学会で計３

る報告はこの大

て紹介されてい

申請者は本学

門科目を担当し

目（中国経済論

回の研究報告を行っており

会における優れた研究の１つ

る。

経済学部（中国経済論， 年

たほか，静岡大学（ 年）

）担当の経験を持つ。また申

，そのうち日本財政学会 回

と評価され，『租税研究』誌

）及び経済学研究科（外書購

，大阪経済法科大学（

請者は来日するまで，中国・

大会（ 年度）におけ

（ 年 月号）におい

読， 年）において専

年）において専門科

大連市の東北財経大学

（ ）



において講師

本研究は中

行っており，

，助教授（日本語，外書購読担

国語，日本語の文献，資料の

それらはいずれも適切である

学位論文審査報告

当）を歴任している。

検討，引用を行うとともに

。したがって，申請者に対

，一定の英語文献の検討を

し語学試験等の学力試験を

免除すること

において，本

野の学力を持

免除すること

以上のよう

士（経済学

が適当であると判断した。さ

研究に対する出席者の質問，

つことを確認したため，立命

とした。

な論文審査の結果と経過を踏

立命館大学）の学位を授与する

らに学位請求，審査にかか

コメントに丁寧，的確に回

館大学学位規程第 条第１

まえて，本学学位規程第

ことを適当と認める。

る公聴会（ 年７月 日）

答しており，十分な専門分

項を適用して，その確認を

条２項により，申請者に博

審査委員会 主査

委員

委員

立命館大学経済学部教授

立命館大学経済学部教授

立命館大学経済学研究科

内山 昭

浅田 和史

助教授 宮本十至子

（ ）



市民社会と

――交差

立命館経済

協会運動

する 年革命研究と市

学（第 巻・第１号）

民社会論――

学 位

授 与

学位授

専修大学大学院経済学研究科

の 種 類 博士（経済学）

年 月 日 年３月 日

与の要件 本学学位規程第

博士課程西洋経済史専攻

条第２項

年３月 単位取得退学

村 上 俊 介

〔論文内容の要

市民社会論は

年，グローバリ

事態，

な注目を集めて

って闘わされた

市民社会史研究

旨〕

，戦後日本の社会経済史学が

ゼーションの展開に対する国

の台頭などの現象を受け

いる。本論文は，とくに

日本における市民社会論，そ

の検討を踏まえつつ，

とりくんだ最大のテーマの一

際的な市民運動の展開，国民

て，内外の社会科学の諸領域

年代，マルクスの『経済学批

して同じく 年代以降，ド

年代のドイツにおける協会

つであり，かつまた近

国家の後退といわれる

においてふたたび大き

判要綱』の解釈をめぐ

イツにおいて展開した

運動（＝生成期市民社会

の具体的形態）

から成る本論文

まず第１章で

現れた諸研究は

年代後半から再

とは言いがたい

る平田清明およ

の実証分析を行い，市民社会

の要旨は以下の通り。

は， 年代の日本における

，戦後日本の市民社会研究の

度活性化しつつあるわが国の

。村上氏が主たる検討対象と

び望月清司の研究である。

論の今日的意味を探ろうとす

経済学的市民社会論の検討が

一つの頂点を成すものと言い

市民社会論において，それが

するのは， 年代の経済学

両者とも，『経済学批判要綱』

るものである。全５章

なされる。この時期に

うるが，しかし，

十分に咀嚼されている

的市民社会論を代表す

，『資本論』を中心とす

るマルクスの著

民社会形成の歴

的・ローマ的・

的（封建的）形

の原基を見よう

係のうちに，平

でこれに対抗し

作の読解という共通の基盤に

史的プロセスの像は対極的

ゲルマン的というマルクスの

態のうちに「個人が『自立し

とする。歴史具体的に言えば

田は近代市民社会の原型を見

つつ形成されていった自営農

立ちつつ，しかし，そこから

と言いうるものであった。す

言う本源的共同体の３形態の

た所有者』として他者に関係

，とくに中世封建制下の都市

るのである。これに対して望

民たち，彼らの形成する分業

両者が描き出す近代市

なわち平田は，アジア

うち，最後のゲルマン

する」市民社会的関係

ギルドにおける市民関

月の場合は，封建制下

・交換社会こそが近代

市民社会につな

られる。平田・

説得的である。

の概念規定を析

いう規定がそれ

第２章では，

がる系譜であり，封建制は，

望月両者のテキストの読み込

さらに村上氏は，以上のよう

出する。「労働に基づく所有

である。

年代以降のドイツにおけ

こうしたプロセスを阻害する

みにもとづく村上氏のこうし

な検討のなかから，本論文が

を体現する諸個人の商品交換

る市民社会史研究が，日本の

打破すべき要因と捉え

た整理は鮮やか，かつ

基礎とすべき市民社会

を通じた関係概念」と

市民社会論と対比しつ

（ ）



つ論じられる

ッカに代表さ

月との照応関

。現在まで続くこの研究は大

れる立場で，中世都市の市

係），さらに，「自由と平等の

学位論文審査報告

きく２つの潮流に分かれて

民と近代市民社会とを異質か

原則に立脚し，理性に準拠し

いる。一つはユルゲン・コ

つ対立的なものと捉え（望

た諸個人の共生」という

市民社会のヴ

れる。これに

民層との二分

照応関係）。ド

ところで，

民社会関係

である。第３

ィジョンに，「未完のプロジ

対してローター・ガルに代表

法的対置に反対して，「古い

イツにおける研究状況の村上

第１章で措定した「関係概念

の具体的現れとして注目され

章・第４章において村上氏は

ェクト」，今日なおめざすべ

されるいま一つの潮流は，

市民層」の新しい時代への適

氏による紹介はよく目配り

」としての市民社会概念に

るのは，市民の自発的連合体

， 年代のいわゆる

き規範としての意味が託さ

伝統的都市市民層と近代市

応力を強調する（平田との

が効き，評価は的確である。

立脚するとき，そうした市

としての「協会 」

「三月前期」および

年の革命期に

第３章の対

ッハ祭（ドイ

会」に関する

地方の政治的

た協会運動の

しての市民社

媒体としての

おけるドイツの協会運動の実

象は，協会運動が一挙に活性

ツ統一と市民的自由を求める大

コーネリア・フェルスターの

諸協会に関するミヒャエル・

分析を通じて村上氏は，この

会」の原型を具現化したもの

役割を果たしたことを確認す

証的分析を行う。

化した「三月前期」のドイ

政治集会）のイニシアティブ

研究， 年代から革命期

ヴェッテンゲルの研究など

時期の協会運動が，まさに

であること，無定形な民衆

る。

ツである。 年のハンバ

をとった「出版・祖国協

にかけてのライン・マイン

，ドイツの諸研究に依拠し

「自覚的な個人の結合体と

暴動と政治的運動をつなぐ

第４章では

を対象とする

ツの歴史学者

活動を過度に

は，ザクセン

その成員構成

の違いはさほ

，文書館史料や新聞・パンフ

分析がなされる。旧東ドイツ

による研究が存在するが，本

強調するマルクス主義歴史学

における革命の中心となった

やプログラムの分析から，民

ど明瞭でなく，むしろ行動の

レットなど一次史料を活用

領内に位置したザクセン王

章の分析は，共産主義者（と

の偏りを正す内容となって

「祖国協会」，「ドイツ協会

主主義者対自由主義者の対

現場における急進派と穏健

しつつ，革命期のザクセン

国の革命については東ドイ

くにマルクス）や労働者の

いる。村上氏が注目するの

」という二つの組織であり，

立と通常理解される両協会

派の相違というほどのもの

であったこ

面性が指摘さ

帰属をめぐる

リズムが「三

にする。

最後の第５

ンポジウム

とが明らかにされ，「自由主義

れる。さらに本章では，ポー

フランクフルト国民議会の議

月前期」以来の自由主義運動

章では，革命 周年にあた

の記録等を素材として，

者の裏切り」による革命の挫

ランドおよびシュレスヴィ

論が詳細に分析され，ナチ

のなかにすでにビルト・イ

る 年に刊行された大量の

年革命の今日的意義につい

折という図式的評価の一

ヒ ホルシュタイン地方の

ス支配につながるナショナ

ンされていたことを明らか

年革命史研究やシ

ての考察がなされる。ド

イツにおけ

ール憲法から

た自由主義・

としての革

うとするもの

因を見，ドイ

る同革命の研究には，村上氏

年の西ドイツ基本法につ

民主主義の出発点としての

命という捉え方，３）「大きな

。このうち第１の傾向は，革

ツ近代の負った「負の遺産」

によれば３つの傾向が見られ

ながり， 年の統一後あ

年革命という捉え方，

物語」を拒否して，社会史的

命の「挫折」にドイツにお

からナチス支配を説明しよ

る。すなわち， ）ワイマ

まねく行き渡ることになっ

）ヨーロッパ革命の一部

・文化史的研究を進めよ

ける近代の歪みの重要な一

うとする「特殊な道」論の

（ ）



否定につながる

地方を単位とし

というナショナ

立命館経済

考え方である。また，第２の

てヨーロッパ規模での比較を

ルな単位を問題とする「特殊

学（第 巻・第１号）

傾向においても，ナショナル

行うべきである，という方法

な道」論は退けられる。最後

なレベルでなく地域・

上の立場から，ドイツ

の第３の傾向において

は，多様な諸動

は，たとえ存在

道」論の立場は

ら離れてしまっ

をめぐる対立の

のコンセプトが

との対立が存在

向・要因から成る「多様な

したとしても革命の一側面でしか

ここでも否定される。このよ

ているが，そうした状況に

背後には，現代のドイツ社会

すでに実現されていると考え

する。村上氏自身は後者の立

諸革命」という見方が前面に

ない），「挫折した市民革命」

うにドイツの歴史研究者の多

村上氏は疑念を呈する。氏に

についての時代診断の相違，

る者と，いまだ完全には実現

場に立ち，市民社会プロジェ

現れ（「市民革命」の要素

を問題とする「特殊な

くは「特殊な道」論か

よれば，「特殊な道」論

すなわち，「市民社会」

されていないとする者

クトの実現を阻害する

要因の出現にす

〔論文審査の結

日本における

いう本論文の試

究状況のなかで

を高く評価する

年代

かさず警鐘を鳴らすことの重

果の要旨〕

市民社会論とドイツにおける

みは，両者の接合の必要が常

大きな意味をもつものと評価

ことができる。

における経済学的市民社会論

要性を強調するのである。

市民社会史研究を協会運動を

に意識されつつも果たされて

しうる。さらに個別には，以

の重要な柱を成す平田・望月

媒介にして接合すると

こなかったわが国の研

下の点において本論文

論争について，近代市

民社会形成

な対立点が

た封建制か

う研究史の

たこと。村

持する立場

の歴史的系譜の理解（とくに

あったことを明確にしたこと

ら資本主義へのいわゆる「移

流れの理解にとっても重要な

年革命および市民社会史に関

上氏は，ドイツでもわが国で

から議論を展開しているが，

前段階としての封建制の位置づけ

。この点は，戦後わが国の経

行論争」がその後どのような

寄与を成す。

するドイツの膨大な研究の的

も現在では少数派となってい

「特殊な道」論に対する批判

）のうちに両者の主要

済史研究の中心にあっ

展開を示したか，とい

確な見取り図を提示し

る「特殊な道」論を支

を十分に踏まえた上で

の立論には

文書館史

を修正する

もとより問題

大塚久雄

の著作を基

要ではあれ

説得力がある。

料を含む一次史料を活用しつ

いくつもの論点を提示したこ

点，あるいは残された課題が

，内田義彦，そして平田，望

礎にして展開されたものだが

その一部でしかなく，市民社

つ，とくに 年革命に

と。

ないわけではない。

月と連なるわが国の経済学的

，ただし，日本におけるマル

会論的なマルクスの読み込み

ついて，従来の諸研究

市民社会論はマルクス

クス研究としては，重

自体に対する批判もあ

る。こうし

第１章に

を通じた関

れていない

的レベルの

この結果，

た全体的配置のなかに平田・

おける検討を通じて獲得され

係概念」という市民社会の概

。労働―交換過程を基礎とす

分析との間に，なお埋め尽く

日本の市民社会論とドイツの

望月論争を位置づける作業が

た「労働に基づく所有を体現

念規定が，協会運動の実証分

る市民社会概念と，協会運動

し切れていない距離があるよ

市民社会史研究とを接合する

必要であったろう。

する諸個人の商品交換

析のなかに十分生かさ

に関する主として政治

うに見えるのである。

という本論文の企図が，

（ ）



必ずしも

ドイツ

心にな

十全には果たし切れぬままに

における協会運動に関する村

されている。コルポラシオン

学位論文審査報告

終わっている。

上氏の分析は，自由主義・

（身分制的強制団体）からアソ

民主主義と連なる動向を中

シアシオン（自発的結社）

へ，とい

期に成立

コルポラ

ろ通例と

に関する

以上の点は

損なうもので

う近代社会成立史についての

した諸協会の政治的方向は，

シオン的関係がアソシアシオ

言いうる。村上氏自身こうし

村上氏の分析は「近代」の側

しかし，今後さらに深められ

はない。

図式がその背後にあると思

保守やカトリックを含めき

ン的関係のなかで命脈を保

た点にふれてはいるが，全

に偏り過ぎているように思

るべき残された課題であっ

われるが，しかし，当該時

わめて多様であり，また，

っているという事態もむし

体としてみれば，協会運動

われる。

て，本論文の学術的価値を

以上の審査

〔試験または

本論文の審

第１講習室で

についても，

第１項から筆

以上の諸点

結果から，本論文が高い水準

学力確認の結果の要旨〕

査にあたっては，口頭試問並

実施し，本論文申請者が博士

英・独語の文献・史料を駆使

記試験等による学力確認を免

を総合的に判断し，博士（経

にあり，博士学位の授与に

びに公聴会を 年２月３

としての十分な学識を有し

した提出論文の内容から，

除した。

済学）の学位を授与すること

値すると判断する。

日にキャンパスプラザ京都

ていると確認した。外国語

立命館大学学位規程第 条

を適当と認める。

審査委員会 主査 立命館大学経済学
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部教授 山井 敏章
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